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参 考 資 料

平成２４年１０月５日

廃棄物減量等推進審議会

秋田市一般廃棄物処理基本計画について

１ 法的位置づけ

一般廃棄物処理基本計画は、一般廃棄物の処理責任を負う市町村がその区域内の一般

廃棄物を管理し、適正な処理を確保するための基本となる計画であり、廃棄物の処理及

び清掃に関する法律第６条の規定により、市町村に対して策定が義務づけられている。

一般廃棄物処理基本計画の計画期間は、１０年から１５年とし、概ね５年ごとに改定

するとともに、計画策定の前提となっている諸条件に大きな変動があった場合には、見

直しをすることとなっている。

また、一般廃棄物処理実施計画は、基本計画に基づき年度ごとに策定することとなっ

ている。

なお、一般廃棄物処理基本計画で定める事項は、次のとおりである。

(1) 一般廃棄物の発生量および処理量の見込み

(2) 一般廃棄物の排出の抑制のための方策に関する事項

(3) 分別して収集するものとした一般廃棄物の種類および分別の区分

(4) 一般廃棄物の適正な処理およびこれを実施する者に関する基本的事項

(5) 一般廃棄物の処理施設の整備に関する事項

(6) その他一般廃棄物の処理に関し必要な事項

２ 経 緯

現在の秋田市一般廃棄物処理基本計画（平成１９年２月策定）は、平成１１年度を基

準として１２年度に策定した基本計画の見直しをしたものであり、主な変更内容として

は、河辺・雄和町との合併による目標値の修正やＰＤＣＡサイクルによるマネジメント

システムの導入、また、第１１次秋田市総合計画の策定や環境基本計画の改定との整合

性を図り、計画期間を１９年度から２７年度までに改めている。

平成２３年３月の見直しでは、２２年度の減量目標の達成が見込めないことから、減

量目標年度を２年間延長し、２４年度を早期達成目標年度とした。
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３ 参 考

(1) 一般廃棄物処理基本計画の策定および見直しの状況

平成１２年度 第９次秋田市総合計画との整合性を図り、平成１３年度から

２２年度までの１０年間を計画期間として策定。

また、１１年度を基準年度とした数値目標を次のとおり定めた。

ア ごみ減量目標

・市民一人１日あたりの家庭ごみ（資源ごみ除く）排出量

６１８ｇから１０％以上削減

・事業系ごみ（資源ごみを除く）排出量４９,１３８ｔから

１５％以上削減

イ リサイクル率の目標

２３％から３８％に引上げ

ウ 最終処分量の減量目標

２０,７９８ｔから９０％以上削減

平成１８年度 国の循環型社会形成推進基本計画および廃棄物処理法基本方針

の最終目標年度である平成２２年度を中間目標年度とし、計画期

間を第１１次秋田市総合計画および秋田市環境基本計画との整合

を図るため、１９年度から２７年度までの９年間に見直しした。

数値目標については、中間目標年度である２２年度までとした。

各施策の総点検を行うとともに、各施策をアクションプランと

して位置づけた。

平成２２年度 中間目標年度（減量目標達成年度）を２年延長し、平成２４年

度までとした。

２４年度以降については、減量目標達成状況や国・県の排出状

況を踏まえ、最終年度である２７年度までにごみ減量の目標値を

定めることとした。

(2) 国・県の目標値

ア 国（環境省）

平成１２年６月に循環型社会形成推進基本法が制定され、１５年３月に同法に基

づき循環型社会形成推進基本計画を策定。

平成２０年３月に、第２次循環型社会形成推進基本計画が策定され、２７年まで

の国民一人１日あたりの家庭ごみ（資源ごみを除く）排出量を１２年度から２０％

削減とする目標値（５２３ｇ）を設定。

イ 県（秋田県）

平成１９年３月に、「低炭素社会」「自然共生社会」の構築に向けた循環資源の性

質と地域特性に応じた最適な規摸の循環を形成する考えに基づいた「地域循環圏」

の構築を進めるため、第１次秋田県循環型社会形成推進基本計画を策定。

平成２３年６月に、第２次秋田県循環型社会形成推進基本計画が策定され、２７

年までの一人１日あたりの家庭ごみ（資源ごみを含む）排出量を６００ｇとする目

標値を設定。


